
【審査案】 

 

様式第１号（第５関係） 

令和５年  月  日 

北上市長 様              （〒   ―    ） 

所  在  地： 

法人名・屋号： 

代 表 者 名： 

電 話 番 号： 

                     （なるべく携帯電話等日中連絡のつく番号） 

令和５年度北上市小規模企業者家賃等支援補助金交付申請書兼請求書 

 

北上市小規模企業者家賃等支援補助金の交付を受けたいので、令和５年度北上市小

規模企業者家賃等支援補助金交付要綱第５の規定により、関係書類を添えて、次のと

おり申請します。 

 

１ 交付申請額          （合計額を記載する）         円 

 （家賃を申請する方）  

 (a)  年 月分 (b)  年 月分  (c)  年 月分  

家賃（消費税額を除く。） 円  円  円  

※ 対象月は令和４年11月から令和５年６月までの間の連続する３カ月です。 

※ 変動家賃も申請できます。 

※ 同一の領収記録に家賃のほか、契約書に明記する水道光熱費、管理費、共益費その他

の費用が含まれている場合、これらを除く必要はありません。 

 （減価償却費を申請する方 ※建物を所有する方のみ）  

減価償却費（年額×１/4） (d)                      円  

※ 減価償却費は、直近の確定申告における減価償却費の計算表に計上した建物、建物付

属設備、構築物の減価償却費を合計し、当該合計額を１／４した額（取得した月が事業

年度の途中である場合は、所有した月数で除した額の３倍）を上表ｄ欄に記載する。 

※ 減価償却費は、申請者が所有する建物と当該建物の付属設備・当該建物にかかる構築

物のみ補助対象とできます。 
 

合 計 

（a＋b＋c＋d）×1/2          円（上限額30万円、千円未満切捨て） 

２ 売上高比較 

Ａ【対象月の売上高】 

年   月分 

Ｂ【比較月の売上高】 

年   月分 
 

Ｃ【減少率】 

((A-B)/B)×100) 

円 円 ▲     ％ 

※ 新規創業者は、Ａ：申請月の直近の月の売上高、Ｂ：対象月以前の最も売上げが多い

月の売上高を記載する。                    （裏面に続く）



【審査案】 

 

３ 業種及び常時雇用する従業員の数（パートタイム労働者等は除く） 

(1) 主たる業種  食料品製造・運輸・宿泊・卸売・小売・飲食・サービス・娯楽・教育学習支援・療術業 

(2) 従業員の数        人 

 

４ 請求額  交付決定の額 

 

５ 補助金の振込先口座 

金融機関

名 

 本・支店名  

口座種別 普通 ・ 当座 口座番号  

フリガナ  

口座名義

人 

 

 

６ 誓約書 

令和５年度北上市小規模企業者家賃等支援補助金交付要綱第３に規定する補助

対象者に該当することを誓約します。 

令和５年  月  日   法人名・屋号： 

代 表 者 名： 

【添付書類】 

対象経費 書  類 法人 個人 

□共通 令和５年度北上市小規模企業者家賃等支援補助金申請書兼請求書 〇 〇 

□共通 
令和元年 11 月以降の比較月を含む事業年度の確定申告書（第 1
表）及び法人概況説明書（1～2 ページ）（写） 

〇 
 

□共通 
令和元、2、3、4 年の比較月を含むいずれかの年の確定申告書
（第 1 表）及び青色申告決算書又は収支内訳書（いずれも 1～2
ページ）に売上げ台帳（1 年分）を添付したもの（写） 

 
〇 

□共通 売上げ減少の対象月の売上台帳（試算表など）（写） 〇 〇 

□家賃 
賃貸借契約書その他契約書類（現在も有効で所在地、金額、契
約者双方の記名押印があるもの）（写） 

〇 〇 

□家賃 
家賃の支払い証明（通帳又は領収書等）（対象となる連続する
3 カ月分）（写） 

〇 〇 

□減価償却費 
直近の確定申告書第 1 表、法人概況説明書及び減価償却費明細
書（別表 16）（写） 

〇 
 

□減価償却費 
直近の確定申告書第 1 表、青色申告決算書又は収支内訳書、減
価償却費計算表（写）  

〇 

□共通 補助金振込先口座通帳の表紙及び見開き面（写） 〇 〇 

□共通 履歴事項全部証明書（取得後 3 カ月以内） 〇 
 

□共通 運転免許証（両面写し） 
 

〇 

創業者 書  類 法人 個人 

□創業(1 年以内) 開業届（写） 〇 〇 

 

事務局審査記入欄（請求額（交付決定予定額）             円） 

 年 月分 年 月分  年 月分  合 計 

Ａ 家賃（税抜） 円  円  円  (A+B)*1/2 

     円 Ｂ 減価償却費(年額の 1/4) 円  

 
 


